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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、日本の教育政策・事業が校区におけるソーシャル・キャピタル醸成
に及ぼす影響について明らかにすることである。子ども・教員・保護者を取り巻くソーシャル・キャピタルの醸
成に効果を有すると考えられる9の教育政策・事業を選択した。コミュニティ・スクール，学校支援地域本部事
業，子ども食堂，学校防災事業については事例分析の方法を用いた（時系列の質的データの収集に努めた）。学
校選択制度，教員人事制度，学校評価，小中一貫教育，PTA活動，については計量分析の方法を用いた。各教育
政策・事業が校区のソーシャル・キャピタルを醸成していく過程の量的・質的記述に成功している。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research is to clarify the influence of Japanese 
educational policy / project on social capital in school district. We selected nine educational 
policies and projects that are thought to be effective in fostering social capital surrounding 
children, teachers and parents. For community schools, school support  headquarters, children dining
 halls, and school disaster prevention projects, case analysis methods were used (we tried to 
collect time series qualitative data). For the school selection system, the faculty personnel 
system, the school evaluation, the integrated elementary and secondary education, the PTA activity, 
we used the method of quantitative analysis. Succeeded in describing the quantitative and 
qualitative description of the process of fostering social capital of school districts by each 
educational policy / project.

研究分野： 教育学

キーワード： ソーシャル・キャピタル　社会関係資本
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
 「小学校区におけるソーシャル・キャピタ
ルの構築に関する研究（露口健司研究代表・
基盤研究 C）」において，子どもの成長は，
子ども・教員・保護者を取り巻くソーシャ
ル・キャピタル（つながり）によって強い影
響を受けることが明らかにされた。それでは，
校区のソーシャル・キャピタルは，どのよう
にして醸成すればよいのか，という研究課題
を新たに設定し，ソーシャル・キャピタルを
醸成し得る様々な教育政策・事業について，
その効果の検証と醸成過程の記述に取り組
むこととした。 
 
２．研究の目的 
 
日本の教育政策・事業が校区におけるソー

シャル・キャピタル醸成に及ぼす影響につい
て明らかにする。 
 
３．研究の方法 
 
 子ども・教員・保護者を取り巻くソーシャ
ル・キャピタルの醸成に効果を有すると考え
られる教育政策・事業を選択した。コミュニ
ティ・スクール，学校支援地域本部事業，子
ども食堂，学校防災事業については事例分析
の方法を用いた（時系列の質的データの収集
に努めた）。学校選択制度，教員人事制度，
学校評価，小中一貫教育，PTA 活動，につい
ては計量分析の方法を用いた。 
 
４．研究成果 
 
（1）コミュニティ・スクール 
平成 29 年度報告書第 3 章「学校運営協議会
設置による地域活性化－ソーシャル・キャピ
タル論の視座から－」では，筆者らが 7年近
く調査を継続している校区を事例として，コ
ミュニティ・スクールの導入がソーシャル・
キャピタルの醸成を経由して，地域活性化に
至るプロセスを記述した。コミュニティ・ス
クールの設置・実践は，教員と地域住民等を
つなぐ「場」と「活動」として位置づき，地
域住民同士をつなぐ機能を保有している。そ
して，地域のキーパーソンが先導して，地域
住民自らがつながりを紡ぐ多様な「場」と「活
動」をつくりあげ，地域住民同士のつながり
が広がり深まる。さらに，それらの「場」と
「活動」の中心に子どもを据えることで，つ
ながりの求心力が強化される。こうして醸成
されたソーシャル・キャピタルが，子どもの
教育活動の質を高めるという一連の過程を
記述した。 
 
（2）学校支援地域本部事業 
平成 29 年度報告書第 2 章「学校支援の活

動を通した地域のソーシャャル・キャピタル
の再構築の過程－大分県佐伯市の「協育」関

連事業を事例として－」では，地域活性化の
具体的方法論である「学校支援地域本部事
業」を対象とする約10年間の観察調査から，
ソーシャル・キャピタルが再構築される過程
を記述した。「関係基盤」の「連結」がコー
ディネーターによって展開され，そこで構成
されたネットワークが学校支援以外の目的
に「転用」されるプロセス。これまで築かれ
てきた「特定化信頼」が，新たな保護者や地
域住民が活動に関わることで，信頼が少しず
つ広がり，「一般化信頼」への転換していく
プロセス。そして，ソーシャル・キャピタル
を使用することで，さらにそれが増加するプ
ロセス等である。今後，コミュニティ・スク
ールや地域学校協働本部等を実際に設置し
ようとする校区・自治体，導入はしたがこれ
らの施策が停滞している校区・自治体に対し
て，重要な示唆を提起している。 
 
（3）子ども食堂 
平成 29 年度報告書第 4章「『子ども食堂』

を通じて醸成されるつながりの意義と今後
の課題―困難を抱える子どもの参加と促進
条件に焦点をあてて―」では，近年増設傾向
にある子ども食堂の類型作業にしたがい，困
窮・孤立世帯の子どもの支援活動を実施する
子ども食堂（共生食堂・ケア付食堂）を対象
として，ソーシャル・キャピタル醸成の過程
を記述した。子どもを取り巻く豊かなつなが
りを醸成するためには，福祉の実践知・専門
知の豊かな支援者たちが，支援者（運営者）
間の力量形成を促しつつ，子ども食堂に取り
組むこと。支援者が，学校や家庭とは異なる
第三の場で，子ども達がどのような声でも出
せる親密圏を創出すること。支援者が無意
識・無意図的に他者を排除する暴力性を有し
ている文化的強者としての自覚を持ち，自分
立ちが創り上げた境界線や既存の価値観や
力関係を自ら崩そうとする学びが出現する
ことの重要性が示唆されている。 
 
（4）学校防災事業 
図書①所収「学校防災体制の構築」では，

学校防災（震災）を事例として，学校を取り
巻くソーシャル・キャピタルの光と影につい
て記述した。我々は，ソーシャル・キャピタ
ルの光の部分にのみ注目しやすい為，影の部
分の記述は大変示唆に富んだものとなって
いる。日常的には，学校防災（震災）をテー
マとした学校・地域連携での学習・訓練活動
の蓄積が，校区においてソーシャル・キャピ
タルを醸成するであろう。東日本大震災では，
下校時刻に発生したため，学校を拠点とする
ソーシャル・キャピタルが，多くの校区にお
いて機能した。 
 ただし，災害時（後）におけるソーシャル・
キャピタルは，常に人々にとってよい方向に
機能しないともある。児童を家族（祖父）に
引き渡した事例では，家族間でのつながりが，
教師と保護者（祖父）とのつながりを超越し



ていたために生じたものと解釈できる。ソー
シャル・キャピタル間のジレンマ問題という，
これまで指摘されてこなかった倫理的・道徳
的課題を提示している。 
 
（5）学校選択制度 
図書①所収「学校選択とソーシャル・キャ

ピタル」では，学校選択は保護者ネットワー
クを毀損するかについての検討を実施した。
学校選択制度の推進論者は，学校を選択した
保護者間で，通学区を基盤とする伝統的な保
護者コミュニィではなく，新たなテーマコミ
ュニティを形成するため，ソーシャル・キャ
ピタルが毀損されることはないと主張する。
品川区のデータでは，こうした主張が支持さ
れる結果が得られている。学校選択による保
護者の責任感の向上という効果まで認めら
れている。 
 
（6）教員人事制度 
図書①所収「教師の社会的ネットワーク」

では，教師の社会的ネットワークと人事異動
の関係について検討した。教師の職能成長や
キャリア形成は，学校組織内での同僚性を強
調する結束型ネットワークだけでなく，人事
異動によって形成される他校教師・管理職等
との橋渡型ネットワークにも注目すべきで
ある点が示唆されている。特に，学校管理職
は，結束型・橋渡型ネットワークが拡張して
いる。この現象は，昇進志向のある者はネッ
トワーク構築志向が高いという解釈と，昇進
に応じてネットワークが高密度化・拡充化し
たという解釈の双方が成り立つ点に留意し
ておきたい。一方，学校管理職と同年代であ
る 50 歳代の教員は，ネットワークの代理指
標である「相談者の数」が減少する。学校管
理職に就任するか否かによって生じる，こう
したネットワーク格差は，50 歳代教員の職能
成長やモチベーションに対して一定の影響
を及ぼしている可能性を指摘することがで
きる。 
 
（7）学校評価 
図書②「学校評価は教育効果の向上に貢献

しているのか」では，学校評価制度の活性化
による，つながりの醸成効果を明らかにする。
学校改善に結びつく学校評価の実践とは，目
標設定と共有化，データ分析と省察，ポジテ
ィブな評価観の形成，保護者・地域による評
価への参加等の要因によって構成される。こ
れらの実践を展開する校区では，地理的・地
域的特性を統制してもなお，校区レベルのつ
ながりが醸成される。なお，本稿では，校区
レベルのつながり醸成による教育効果（学力
向上傾向・秩序的な学習環境）の検討も視野
に入れている。 
 
（8）小中一貫教育 
図書②「小中一貫教育の導入で教師の意識

は変わるか」では，小中一貫教育の導入が教

育効果を高める過程について，教員が参加す
る「ネットワーク」と「教員の意識・態度変
容」の視点から解明を試みた。小中一貫教育
の導入によって，中学校区内における教員間
の所属学校を超えた橋渡し型ネットワーク
が拡充される。このネットワークに参加しさ
まざまな連携部会で活動する教員には，共通
点として，政策期待効果の高さが認められた。
つまり，橋渡し型ネットワークに参加してい
る教員は，小中一貫教育の効果に期待感を抱
き，ネットワーク参加していない教員は抱き
にくいという構図が見て取れる。そして，政
策効果期待が高い教員は，指導方法等の改善
に意欲的に向かう確率が向上している。小中
一貫教育導入以前には，こうした一連の影響
関係は認められておらず，導入以後に認めら
れる点が，大変興味深い。 
 
（9）PTA 活動 
未発表原稿（2018 九州教育経営学会発表予

定）。本稿の目的は，保護者の学校参加（PTA
活動と学校支援ボランティアに焦点化）のバ
ラツキを説明する要因を明らかにするとと
もに，学校参加がもたらす効果（子どもの学
校適応と保護者の主観的幸福感）に対して与
える影響を明らかにすることにある。具体的
には，誰が学校に参加し，誰が参加できてい
ないのか。保護者による学校参加は，子ども
に対してどのような影響を及ぼしているの
だろうか。本当に保護者は学校参加で不幸に
なっているのだろうか，3 点の研究課題につ
いて計量分析を通して解明する。 
ロジティック回帰分析の結果，PTA 活動に

積極的に参加し，ボランティア意欲を保持し
得ている保護者とは，高い教育関心を持ち，
教師や保護者相互でつながりを有し，相対的
に年齢が高く，経済的ゆとりを持ち，高学歴
の保護者であった。また，傾向スコアマッチ
ング後のノンパラメトリック検定の結果，保
護者の学校参加は，子どもと級友との信頼関
係及び子どもと教師の信頼を高め，保護者の
主観的幸福感を高めていた。 
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